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市区町村名 大分県大分市 

担当部署 市民課 

電話番号 097-537-5614 

 

１ 取組事例名 

市民、業者、行政のトリプルプレーによる業務改革～人生終焉のタイミングをよりスマートに～ 

 

２ 取組期間 

令和３年度～（継続中） 

 

３ 取組概要 

① 葬斎場予約システムの導入により、インターネット上で火葬炉等の空き状況を可視化する。 

② 紙での予約管理による重大なミスの防止が図られ、予約システムでの火葬予約管理の一元化を図る。 

③ 受付場所となっている休日・夜間当直職員の負担軽減が図られる。 

④ 死亡届を火葬許可申請書と兼ねるようにし、市民（葬祭業者）が２枚の届出を１枚で済ませる。 

⑤ 葬斎場予約システムの導入により、市民課や各支所の窓口で行っていた火葬室使用料の収納を葬斎場の

窓口で一括で行う。 

 

４ 背景・目的 

・近年の超高齢社会の到来に伴い、火葬件数は年々増加（30年間で 2倍増加）。 

・大分市葬斎場では、収骨室が 3室しかないため、火葬時間が集中する時間帯(正午～午後 3時)には火葬開

始から収骨の案内までご遺族を 3時間以上待たせてしまう。 

・火葬室を予約する申請者(葬祭業者)は、ご遺族が希望する時間帯に火葬室を確保するため、昼夜問わず申

請手続きに出向いている。 

・紙ベースの予約管理で、市民、業者が火葬室の予約状況が確認できない。 

・電話及び FAXでの予約管理体制で、手間がかかり、火葬日時等の伝達ミスのリスクがある。 

 

５ 取組の具体的内容 
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① 葬斎場予約システムを導入することにより、インターネット上で火葬炉等の空き状況の可視化が行わ

れ、斎場利用の円滑化及び斎場間や火葬時間帯の平準化が図られ、今後の火葬需要の増加にも対応でき

る環境が構築されるとともに、斎場利用者が心安らかに、安心して利用できる施設運営を行うことがで

きる。 

② 申請者(葬祭業者)が、インターネット上で火葬室等の空き状況の確認及び火葬室の予約・変更ができる

システムの導入により、深夜に火葬室使用許可の手続きに出向かなくてよくなるとともに、ご遺族との

日程再調整がなくなるなど、利便性の向上が図られる。 

③ 紙媒体での予約状況の管理による重大なミスの防止が図られ、予約システムでの火葬予約管理の一元化

による正確性の確保と業務の効率化を図るとともに、受付場所となっている休日・夜間当直職員の負担

軽減が図られる。 

④ 戸籍部門における死亡届で火葬許可申請書を兼ねるようにすることにより、市民（葬祭業者）が２枚の

届出を１枚で済ませることができるようになり、市民の負担軽減と紙文書の削減が図られる。 

⑤ 予約システムの導入により、市民課や各支所の窓口で火葬室使用料の収納を行っていたが、すべての収

納を葬斎場の窓口で一括で行えるようにしたため、市民課と各支所の窓口職員の料金収納に係る時間を

削減することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 特徴（独自性・新規性・工夫した点） 

 他都市の状況調査を行ったところ、スポーツ施設や文化施設などの予約システムと葬斎場予約システム

とが、担当部局が異なることで、それぞれの部局でシステム構築、運用が行われている自治体が多く、イニ

シャルコストやランニングコストの二重投資の状況がうかがえた。 

 本市では、大分都市広域圏（大分市を中心市とする 7市 1町）で導入していた「おおいた公共施設案内・

予約システム」内に葬斎場施設を追加することにより、二重投資を回避し、葬斎場予約システムを導入する

ことができた。 

 行政事務の効率化だけでなく、市民、業者にも win-winな取組とすべく、業者への丁寧な説明や操作マニ

ュアルを作成し、スムーズな移行につなげた。 

 

７ 取組の効果・費用 

ご遺族 葬祭事業者 戸籍担当窓口 葬斎場窓口

事前に「おおいた公共施設案内・予約システム」に利用者登録を行う
①葬儀日程等の打合せ時等に、インターネットにより施設予約を行う

②別途、死亡届・火葬許可申請を市役所で行い、火葬許可証を受け取る
③火葬日までに葬斎場窓口に火葬許可証を持参し、使用料を支払い、
③領収書を受け取る
※  利用登録していない方は、戸籍担当窓口または葬斎場にて予約申込を行う

1 .利用者の施設予約の流れ

(葬祭業者) (葬斎場職員)

(葬祭業者)

(戸籍担当職員)

【予約の依頼】

【システム予約】

【戸籍届出】

②施設予約の方法について（基本）

2 .施設予約のイメ ージ図

死亡届
兼

埋火葬
許 可
申請書

【領収書の発行】

死体火葬
兼

火葬室使用
許可証

死体火葬
許可証
兼

火 葬
証明書

【使用料の納付】
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・「おおいた公共施設案内・予約システム」の改修することにより、別途システム導入する場合に比べ、イ

ニシャルコストを 1/3に抑え、ランニングコストはゼロにすることが可能となった。 

・葬祭業者もシステム内で火葬室の空き状況を可視化できるようになったため、予約の確認の電話や深夜の

当直室への予約申請をせずに、24時間、どこにいても火葬室の予約が可能となった。 

・火葬にかかる申請をデジタル化することにより、紙媒体での申請を減らすことができたため、新型コロナ

交付金が活用でき、実質一般財源はゼロでの構築、運用となった。 

・火葬室の予約を可視化し、予約できる時間帯を平準化することにより、火葬業務に携わる職員の時間外勤

務手当を大幅に削減し、働き方改革の推進につながった。 

・何よりも、火葬後の収骨室での収骨の時間の待ち時間をなくすことにより、悲しむご遺族の方々のお時間

を奪うことなく、御遺骨とともにスムーズにご自宅に帰宅することができるようになることが最大のコス

トメリットである。 

 

 

８ 取組を進めていく中での課題・問題点（苦労した点） 

・これまで紙ベースが中心であり、業者も従来方式に慣れていたため、デジタル化を進めることになかなか

理解とイメージが湧かなかったようだが、取組を進めていくにつれ、前よりもすごく良くなったと感謝の言

葉が聴かれるようになった。 

・人生の終焉の場である葬斎場での取り組みは、遺族の心情に配慮しながら、行政の独断で進めることはで

きないため、慎重かつ、効果が最大限発揮できるように取組を進めていった。 

 

９ 今後の予定・構想 

・現時点では、大分市に隣接する由布市(旧挾間町)からの火葬の受付は大分市民と同額で受け入れている

が、今後高齢化による火葬件数の増加により、大分市外からの火葬の受入件数の増加も考えられ、大分都市

広域圏での受入れについて検討も必須となってくる。 

・その場合に、現状の広域圏での予約システムの運用の場合、標準化が図られているため、システム導入に

向けたハードルは全くないものであるため、費用面や協議に係る時間は大幅に削減できるものと考えられ、

コスト面でも運用面でもスケールメリットは大いにあるものと考えている。 

・大規模災害時における対応や周辺市町村からの火葬の受入態勢を構築する上でも、広域圏におけるシステ

ムによる一元管理は有効である。 

 

１０ 他団体へのアドバイス 

・他自治体でも、公共施設予約案内システムは運用されている自治体も多くあり、予約システムを主管する

情報系部門（企画部門）と葬斎場を所管する市民部門や保健所部門との連携がうまくいかない場合には、参

考となる事例であると認識している。 

・死亡届と火葬許可業務の紙媒体の申請の一体化は、全国の自治体で行われており、本市の取組を参考にす

ることで全国の戸籍の窓口で紙申請が大幅に減少するものと考えている。 

 

１１ 取組について記載したホームページ 
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なし。 

 


